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支配株主等に関する事項について 

 

当社の親会社であるオリックス株式会社、オリックス・プリンシパル・インベストメンツ株式会社、

ＯＰＩ2002 投資事業組合及びＯＰＩ・11 株式会社について、支配株主等に関する事項は、以下のと

おりとなりますので、お知らせいたします。 

 

１． 親会社、支配株主（親会社を除く。）又はその他の関係会社の商号等 

（平成 27年 3月 31日現在） 

名称 属性 
議決権所有割合

（％） 

発行する株券が上場されている 

金融商品取引所等 

オリックス株式会社 親会社 （81.03） 
・東京証券取引所 市場第一部 

・ニューヨーク証券取引所（米国） 

オリックス・プリンシパル・ 

インベストメンツ株式会社 
親会社 （81.03） － 

ＯＰＩ2002 投資事業組合 親会社 （81.03） － 

ＯＰＩ・11株式会社 親会社 81.03 － 

（注）議決権所有割合の（ ）は間接所有割合であります。 

 

２．親会社等のうち、上場会社に与える影響が最も大きいと認められる会社の商号及びその理由 

(商号)オリックス株式会社 

(理由)平成 26年８月 20日に公表いたしました「ＯＰＩ・11 株式会社による当社株式に対する公開買

付けの結果並びに親会社及び主要株主である筆頭株主の異動に関するお知らせ」においては、

ＯＰＩ・11 株式会社を開示対象となる非上場の親会社とみなしておりましたが、オリックス株

式会社は、ＯＰＩ・11株式会社の親会社であるＯＰＩ2002 投資事業組合及びオリックス・プリ

ンシパル・インベストメンツ株式会社の親会社であり、また、当社は同社より取締役３名を受

け入れております。以上の事から現在では、オリックス株式会社が親会社等のうち、上場会社

に与える影響が最も大きい会社であると考えております。 

 

３．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係  

（１）親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付け、親会社等やそのグループ企業との取引

関係や人的・資本的関係 

オリックス株式会社は、当社の親会社であり、同社は当社普通株式 270,555,839 株（議決権比

率 81.03%）を間接保有する株主であります。 

同社は、経営管理体制の強化等を目的として、同社の執行役及び従業員合計 3 名が当社の役員

を兼務しているほか、業務委託契約の締結により、同社の従業員による業務サポートを受けてお

ります。 

 



（２）親会社等の企業グループに属することによる事業上の制約、リスク及びメリット、親会社等や

そのグループ企業との取引関係や人的・資本的関係等の面から受ける経営・事業活動への影響

等及び親会社等からの一定の独立性の確保に関する考え方及びそのための施策 

当社が親会社等の企業グループに属することによる事業活動上の特段の制約及びデメリット等

はなく、一方で、親会社等による経営支援により、経営人材の派遣による経営管理体制の強化、

及び市場における信用補完等のメリットを享受しております。 

 

（役員の兼務状況） 

役職 氏名 親会社等又はそのグループ企業での役職 就任理由 

取締役 松本 展明 

・オリックス株式会社  

事業投資本部事業投資グループ  

シニアヴァイスプレジデント 

当社経営に関する適切な助言

を得るため 

取締役 

（社外取締役） 
入江 修二 

・オリックス株式会社  

執行役兼事業投資本部長 

当社経営に関する適切な助言

を得るため 

取締役 

（社外取締役） 
三宅 誠一 

・オリックス株式会社  

事業投資本部事業投資グループ長 

・オリックス・プリンシパル・インベスト

メンツ株式会社  

代表取締役 

・ＯＰＩ・11株式会社  

代表取締役 

当社経営に関する適切な助言

を得るため 

（注）当社の取締役 7 名のうち、親会社との兼任役員は当該 3 名であります。 

 

（３）親会社等からの一定の独立性の確保の状況 

当社グループは、親会社等と営業に関する取引は行っておりません。また、親会社等からの役

員派遣等は経営管理体制の強化等を目的としたものであり、当社独自の経営判断を妨げるもので

はなく、上場企業としての一定の独立性を保っております。 

 

４．支配株主等との取引に関する事項 

当連結会計年度（自平成 26 年 4月 1日 至平成 27年 3月 31日） 

種類 
会社等の 

名称 
所在地 

資本金 

又は出資金 

事業の内容又

は職業 

議決権等の所

有（被所有）

割合 

関連当事者 

との関係 

取引の内容 

（注）１ 

取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高

（百万円） 

親会社 

株式会社 

地域経済活性化 

支援機構 

東京都 

千代田区 

百万円 

26,084 

事業再生の

支援 

（被所有） 

直接 70.31% 

事業再生支援 

役員の受入 

役員の兼任 

自己株式 

の取得 

（注）１ 

6,020 － － 

（注）１.株式会社地域経済活性化支援機構からのＡ種優先株式に係る金銭対価による取得請求権行

使に伴うものであり、取引価格は定款に定める取得条項に規定された計算式に基づき算定

しております。当該自己株式は全て平成 26年８月 27日付で消却済となっております。      

なお、平成 26年８月 26日付で当社の親会社は、オリックス株式会社となっております。

（同社グループのオリックス・プリンシパル・インベストメンツ株式会社、ＯＰＩ2002投

資事業組合、ＯＰＩ・11株式会社も同様）。 

（注）２.上記 （注）１の詳細は、平成 26年８月５日に公表いたしました「優先株式の普通株式へ

の転換に関するお知らせ」及び平成 26 年８月 27 日に公表いたしました「自己株式（優先

株式）の消却に関するお知らせ」をご覧ください。 

 



５．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策の履行状況 

 支配株主との取引については、一般的な取引条件と同様に合理的な決定がなされており、少数株

主に不利益を与えることがないように適切に対応しております。 

 

 

以 上 


